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１．本店：大分市府内町3丁目4番1号

Ⅰ．プロフィール

２．創立：明治２６年２月１日

３．資本金：１９５億９８百万円

４．従業員数：１，６７４名（嘱託・出向含む：1,877名）

５．店舗数：１０３カ店

６．預金等残高：２兆４，９３６億円

７．貸出金残高：１兆６，９５５億円

（平成２２年９月３０日現在）
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１.平成２３年3月中間期損益概況（単体）

21年9月期 22年9月期 増減

コア業務粗利益 ２１３ ２１５ ２

業務粗利益 ２０９ ２１３ ４

資金利益 １８６ １８７ １

役務取引等利益 ２５ ２６ １

その他業務利益 ▲２ ▲０ ２

（うち国債等債券損益） ▲２ ▲１ １

経費 １４２ １４７ ５

コア業務純益 ７０ ６８ ▲２

一般貸倒引当金繰入額① ▲１５ ― １５

業務純益 ８３ ６６ ▲１７

臨時収支 ▲２８ ▲８ ２０

不良債権処理費用② ２２ １ ▲２１

株式等関係損益 ▲２ ▲２ ０

経常利益 ５４ ５８ ４

特別損益 ▲８ １ ９

貸倒引当金戻入益③ － ２ ２

信用コスト（①＋②－③） ７ ▲１ ▲８

税引前中間純利益 ４６ ５９ １３

中間純利益 ３０ ３６ ６

（単位：億円）

業務粗利益：前年同期比＋4億円

資金利益・役務取引等利益により4億円増加。
＜主な資金利益の増減要因＞
貸出金利息 ▲527M 有価証券利息▲46M
預金等利息 ▲700M

コア業務純益：前年同期比 ▲2億円

コア業務粗利益は増加したものの、従業員数と
賞与資金の増加による経費の増加により前年
比▲2億円となった。

信用コスト：前年同期比▲8億円

信用コスト＝一般貸倒引当繰入額＋不良債権
処理費用－貸倒引当金戻入益

中間純利益：前年同期比＋6億円

信用コストの減少により中間純利益も回復。

コア業務粗利益：前年同期比＋2億円

コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益

業務純益：前年同期比▲17億円

業務純益＝コア業務純益＋国債等債券損益ー
一般貸倒引当金繰入①

臨時収支：前年同期比＋20億円

不良債権処理費用の大幅な減少により臨時収
支は20億円改善
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２．資金利益の増減要因分析

資金利益は預金等利息の減少分で貸出金利息の減少分をカバー。

（億円）
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３．預金・預り資産の状況

23,281 23,046 23,424 24,246
24,936

2,939

3,855 3,804
3,814 3,899

預金等残高 預り資産残高

預金等残高は一般預金の増加により前年同期比690億円増加。預り資産は公共債の減少を生保がカバー。

前年同期比
＋２７０

前年同期比
▲１６３

前年同期比
▲３８
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４．貸出金の状況

15,985 15,960 16,279 16,580
16,955

貸出金残高は、地公体等＋458億円、個人ローン＋61億円

により前年同期比＋375億円

事業性貸出金はH20／9期以降減少傾向
Ｈ20／9期の前年同期比：▲17億円
H21／9期の前年同期比：▲32億円
H22／9期の前年同期比：▲140億円
★県内事業性貸出金の増強が課題



8

５．有価証券の状況
（１）有価証券残高推移

（３）有価証券評価損益推移

（２）円貨債券デュレーションの推移

１８年９月 １９年９月 ２０年９月 ２1年９月 22年９月

修正ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ 2.86年 2.79年 2.60年 2.51年 2.80年

有価証券残高は、預貸金動向による運
用資金の増加により＋534億円
証券人財の育成に注力しながら、
適切なリスク管理のもと、引き続き有価
証券ポートフォリオの健全性と収益性
の向上に取組む
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６．利回り・利鞘の状況

貸出金利回りの低下（▲0.05％）と有価証券利回りの低下（▲0.07％）を預金等利回りの低下（▲0.05％）

でカバーできず、総資金利鞘はH22年3月期比▲０．０１％となった。
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７．役務取引等利益の状況

1,188

1,328

716

生保＋１３１百万円が牽引

役務取引等利益は前年同期比＋124百万円。

預り資産手数料の増収＋133百万円が主因。

預り資産手数料の推移
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人件費・物件費の推移 ＯＨＲ推移

過去５年間 毎年100名以上の採用継続。人件費
は従業員数の増加と賞与資金の増加により＋7億円

OHRは、人件費の増加により１．４％上昇

８．経費の状況

（％）

（億円）
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９．与信費用の状況

＜与信費用率推移表＞

＜不良債権処理内訳推移一覧表＞

与信費用はランクアップの推進や倒産件数の減少により▲１億円

注）与信費用率＝（一般貸倒引当金額＋不良債権処理額）÷貸出金平均残高

不良債権処理額＝貸出金償却＋個別貸倒引当金繰入額＋延滞債権等売却損＋その他

（単位：％、億円）

18年9月 19年9月 20年9月 21年9月 22年9月

与信費用率 0.31 0.50 2.19 0.08 ▲0.01

与信費用 25 40 179 7 ▲1

貸出金平残 15,814 15,903 16,245 16,611 16,863

18年9月 19年9月 20年9月 21年9月 22年9月

貸出金償却 0 0 0 0 0

個別貸倒引当金繰入 46 29 99 23 ▲4

延滞債権等売却損 0 0 0 0 0

その他 0 0 2 0 1

合計 46 29 102 23 ▲3

与信費用の推移（億円）

（億円）
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10．不良債権の状況（金融再生法基準）
金融再生法開示債権残高は着実に減少。（前期比▲103億円）

不良債権比率も前年同期比▲０．６６％ﾎﾟｲﾝﾄ低下

注１)不良債権総額＝破産更生債権及びこれらに準ずる債権＋危険債権＋要管理債権 注２）不良債権比率＝総与信に占める不良債権総額の割合

注３）総与信＝貸出金＋支払承諾見返＋外国為替＋貸付有価証券＋仮払金＋未収利息

不良債権比率の推移

19年3月 20年3月 21年3月 22年3月 22年9月

３．３０％ ３．２１％ ５．４３％ ４．８８％ ４．７７％

（億円）
金融再生法開示債権残高推移
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１１．自己資本の状況

自己資本比率は１１．２８％、Ｔｉｅｒ１比率９．１９％へ上昇

自己資本比率・Ｔｉｅｒ1比率の推移
自己資本額の推移

（％）
（億円）



１２．大分県内預貸金シェア

県内の貸出金・預金等シェアは、堅調に推移しトップを維持。

貸出金シェア推移 預金等シェア推移

（＊政府系金融機関を除く） （＊郵貯を除く）

15

（％） （％）
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１３．今期(平成23年3月期)の業績予想

22年3月期

実績

23年3月期

（予想）
増減

コア業務粗利益 ４２２ ４１４ ▲８

業務粗利益 ４２０ ４１２ ▲８

資金利益 ３６８ ３６２ ▲６

役務取引等利益 ５４ ５２ ▲２

その他業務利益 ▲２ ▲２ ０

（うち国債等債券損益） ▲２ ▲２ ０

経費 ２８６ ２９６ １０

コア業務純益 １３６ １１８ ▲１８

一般貸倒引当金繰入額① ▲２２ ２ ２４

業務純益 １５６ １１４ ▲４２

臨時収支 ▲６６ ▲２３ ４３

不良債権処理費用② ５４ ７ ▲４７

株式等関係損益 ▲９ ▲６ ３

その他臨時収支 ▲３ ▲１０ ▲７

（信用コスト①＋②） ３１ ９ ▲２２

経常利益 ９０ ９１ １

特別損益 ▲９ ▲２ ７

税引前当期純利益 ８１ ８９ ８

当期純利益 ４８ ５１ ３

（単位：億円）

業務粗利益：前年度比▲８億円

金利低下の影響による資金利益▲6億円、役務
等利益の▲2億円により、業務粗利益は前期比
▲８億円を見込む。

経費は人件費の増加に伴い前期比＋１０億円を
見込む。

コア業務純益：前年度比▲１８億円

経費の１０億円の増加によりコア業務純益は前
期比▲１８億円。

信用コスト：前年度比▲２２億円

信用コスト＝一般貸倒引当金繰入額①＋不
良債権処理費用②

当期純利益：前年度比＋３億円

業務粗利益の減少や、経費の増加は見込まれ
るものの、信用コストの減少により、当期純利益
は前期比＋３億円を見込む。

コア業務粗利益：前年度比▲８億円

コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益

業務純益：前年度比▲４２億円

業務純益＝コア業務純益＋国債等債券損益＋
一般貸倒引当金繰入①
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１４．業績予想の前提
１．平残予想

平成２３年３月期

下期 通期

貸出金利回り 1.67 1.72

有価証券利回り 1.26 1.30

平成２３年３月期

下期 通期

預金等利回り 0.10 0.11

平成２３年３月期

下期 通期

預貸金利鞘 0.36 0.43

総資金利鞘 0.15 0.21

２．運用利回り

３．調達利回り ４．利鞘

平成２３年３月期

下期 通期

貸出金平残 16,714 16,789

有価証券平残 8,184 8,210

預金等平残 24,617 24,924

５．条件

（１）貸出金については、収益性の低い大都市圏での貸出の見直し及び県内事業性貸出の増強を行う。

（２）日銀の政策金利、預金等の利率、短期プライムレートについては、変動がないものとしている。

（億円） （％）

（％） （％）
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Ⅲ．地域密着型金融の推進について

２

18

大分銀行が目指すべき姿

１ 大分県の課題について
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人口減少 少子高齢化 経済規模の縮小化

大分県の課題

円 高 デフレ 大分駅の高架化と駅ビルの新設
大分駅前・駅南の再開発

東九州自動車道を主軸とする交通インフラの整備 観光産業の活性化を軸とした魅力ある地域づくり

１．大分県の課題について

進出企業への影響

地域経済の停滞

県内中心市街地の活性化

地域外からの人・モノ・金の流入
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１．大分県の課題について

（社）
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大分県経済の活性化と発展 ⇒ 主要営業基盤のパイ縮小防止

魅力ある地域づくり

各種経済団体
大 学

行 政

地域が存続するための
地域再生

２．大分銀行が目指すべき姿

当行の成長戦略 ＝ 「三方（地域・お取引先・当行）よし」の実現

連携 連携

徹底した地元企業支援



（１）地域密着型金融の推進
＝好況時も不況時も徹底してお取引先を支援していく＝

①当行のネットワークを活用し、お取引先の売上高改善支援を推進する。
＊当行を介在させた新たな商流の活性化を目指す。
H22年度４月：「ビジネス支援チーム」スタート（４月：６名→９月：１２名）

＜ご参考＞H22．4～9月の活動実績
商談実施件数：156件（うち商談成立実績：17件／41M 貸金対応実績：589Ｍ）

②法人営業体制の強化。
＊お取引先の活性化のため、お取引先との接点を増やしリレーションを強化する。

（法人営業は４月以降３６名増）

③経営支援活動の推進
＊経営が低迷しているお取引先への積極的な経営改善支援

④個人営業の効率的推進
個人営業の集約（ローンプラザの再編・資産運用プラザ新設検討）
個人ローン専担者と資産運用専担者の配置

22

２．大分銀行が目指すべき姿

地域が存続するための
地域再生

徹底した地元企業支援



⑤適正収益の確保
＊全店に「ソリューションビジネス担当者」を設置。
＊金利競争が避けられない場合は複合取引により黒字採算を確保する。

⑥最終的に長い取引を目指す
＊事業継承（経営者の高齢化対策＝後継者育成）、Ｍ＆Ａ、新しいビジネスモデルの提案
100年以上取引の推進（経営転換期での早めのアドバイスで経営継続を支援）

＊強固なリレーション構築による業況実態把握と経営課題への適切なサポートで
お取引先の活性化と信用コスト増加防止を実現。

（２）広域・国際経済の活性化（中国・東南アジア）
①商談会の継続実施（新しいビジネスモデル構築のお手伝い）
②留学生の活用化（国際業務推進チームの発動）

（３）人財育成
①証券人財の育成
②融資人財の育成

＊すべては「人財」からスタートする
＊ワークライフバランス

とともに積極的な推進を図る 23

２．大分銀行が目指すべき姿

地域が存続するための
地域再生

徹底した地元企業支援



（１）中心的な市街地の活性化への協力・支援
①大分駅の高架化と駅ビルの新設（大分駅前・駅南の再開発）
②県内中心市街地の活性化
③観光業との連携・変革提言活動（国外・県外からの集客）

（２）スポーツ・文化支援活動
①「大分銀行ドーム」のネーミングライツ取得と各種活動の支援
②Ｎ響・アルゲリッチ音楽祭の協賛
＊若者が「大分」に定住するには熱中・熱狂できるスポーツ・文化活動が必要。

（３）地域貢献・環境保全活動
①ＣＳＲの一環として活動を継続する。
②環境にやさしい店舗づくり、エコカーの導入

24

魅力ある地域づくり

２．大分銀行が目指すべき姿



25

２．大分銀行が目指すべき姿

地域密着型金融の推進
によりパイの縮小を防止
するとともにシェア拡大
を目指す

大分県内事業性貸出金残高の推移

H19／3 H19／9 H20／3 H20／9 H21／3 H21／9 H22／3 H22／9

当行 38.7 38.6 37.9 38.9 39.3 40.0 39.4 39.1

都銀 4.8 4.8 4.5 3.5 3.5 3.6 3.8 3.7

地銀
（当行除く）

19.1 19.0 19.5 20.0 19.6 19.5 19.3 19.1

第２地銀 14.2 14.4 14.3 13.3 13.1 12.3 13.1 13.8

信金 12.7 12.7 13.6 13.9 14.1 14.2 14.0 14.0

信組 10.5 10.5 10.3 10.4 10.4 10.4 10.4 10.3

（％）

大分県内事業性貸出金のシェア推移
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資本の活用状況1

金利リスクの状況2

金利上昇時の資金利益ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ3

Ⅳ. リスク・収益管理の状況

26
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１．資本の活用状況（平成２２年９月末）

自己資本
（Ｔｉｅｒ１＋Ｔｉｅｒ2）

１，３５１億円

待機資本

（バッファー）

７３７億円

Ｔｉｅｒ２

２５４億円

配賦資本

（Ｔｉｅｒ１）

1,097億円 ６５億円

価格変動リスク

２１０億円

金利リスク

１４５億円

信用リスク

１９４億円

配賦資本余り

４８３億円

信用リスク 金利リスク 価格変動リスク ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ

保有期間１年
信頼区間９９％

保有期間３カ月
信頼区間９９％

保有期間６ヶ月（政策投資株）
保有期間３カ月（その他）

信頼区間９９％

基礎的手法

オペリスク
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２．金利リスクの状況

アウトライヤー基準（単体：バーゼルⅡ）

①損失額 ②ＴｉｅｒⅠ＋ＴｉｅｒⅡ ①÷②アウトライヤー比率

平成２２年９月末基準 １４，００５ １３５，１２２ １０．３６５％

【前提条件】

コア預金

平成２２年９月末基準で、平均期間２．６５年の取引として扱っております。

（コア預金は２１年３月期より内部モデルを使用しています）

ストレス的な金利変動シナリオ

９９％の信頼区間に相当する実際の変動データをストレス的な金利変動シナリオとしています。

（９９％タイル値）

（ﾄﾞﾙ・ﾕｰﾛ金利については、２００ＢＰＶにて計測）

（百万円）
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金利
上昇

シ

ナ

リ

オ

分

析

３．金利上昇時の資金利益ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

流動性預金

定期性預金

その他負債

変動金利貸出金

有価証券

その他資産

シミュレーションの前提

①金利シナリオ 年間で短期金利が０．２５％、
長期金利が０．５％のピッチで
金利上昇する。

②資金シナリオ 残高は一定

③シミュレーショ
ン対象

円金
（円

利に感応する資産・負債
貨預貸金、円貨有価証券、

円貨スワップ、円貨コールロー
ン等）

④その他 貸出金の金利は、全て約定日
に基準金利改定後の新金利
にフルスライドする。

ヘッジオペレーションは考慮し
ない。

金利上昇時の資金利益の変化額
（単位：億円）

１年目 ２年目 ３年目

資金利益 ３４２ ３４８ ３６４

貸出金利息 ３０２ ３２１ ３４６

有価証券利息 ８１ ８５ ９７

預金等利息 ４０ ５９ ８０

固定金利貸出金

資 産 負 債

平成２２年９月末資産・負債残高
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや

不確実性を内包するものであります。

将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる

可能性があることにご留意ください。

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社大分銀行 総合企画部 広報ＣＳＲグループ

担当：小野・幸

TEL：097-538-7617 FAX：097-538-7620

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：http//www.oitabank.co.jp/

以 上

本資料についての補足
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